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スケジュールイメージ
１月

２月
全法連：税制セミナー 2月１3日（水）

東法連：第3回税制税務委員会 2月15日（金）

３月 東法連：税制講演会 3月6日（水）

４月

５月

６月
東法連：第１回税制税務委員会 6月7日（金）

７月

８月

９月
全法連：税制委員会 9月初旬
全法連：理事会 9月中旬

東法連：第２回税制税務委員会・連絡協議会 9月下旬

１０月 法人会全国大会（三重）10月3日（木）
提言趣旨説明

１１月

１２月 平成32年度税制改正大綱

（1）

法人会は東京都の「地球温暖化対策報告書制度」を推進しています

平
成
30
年
度

第
３
回
税
制
税

務
委
員
会
（
青

栁
晴
久
委
員

長
・
四
谷
法
人

会
会
長
）
が
、
２
月
15
日
全
法
連
会
館
で

開
催
さ
れ
、
平
成
31
年
度
の
事
業
計
画
等

に
つ
い
て
審
議
を
行

な
っ
た
。

平
成
31
年
度
事
業

計
画
で
は
、「
平
成

32
年
度
税
制
改
正
要

望
の
と
り
ま
と
め
」、

「
税
制
改
正
へ
の
対

応
」
等
を
掲
げ
て
お

り
、「
平
成
31
年
度

に
お
い
て
は
、
消
費

税
増
税
と
そ
れ
に
伴

う
軽
減
税
率
制
度
導

入
が
予
定
さ
れ
て
お

り
、
納
税
者
が
混
乱

す
る
こ
と
の
無
い
よ
う
制
度
の
周
知
活
動

に
注
力
す
る
。」
旨
の
文
言
を
追
加
し
た
。

ま
た
、
税
関
連
コ
ン
テ
ン
ツ
の
充
実
に

注
力
す
る
と
し
て
お
り
、「
税
制
改
正
大

綱
の
概
要
」
や
「
法
人
会
の
税
制
改
正
に

関
す
る
提
言
」
に
関
す
る
会
報
用
版
下
を

提
供
す
る
。
さ
ら
に
、
国
税
庁
、
東
京
都

の
税
に
関
す
る
広
報
物
等
を
、
各
単
位
会

に
周
知
す
る
こ

と
に
努
め
る
。

平
成
32
年
度

税
制
改
正
要
望

の
と
り
ま
と
め

に
あ
た
っ
て

は
、
東
法
連
事

務
局
が
作
成
し

た
「
た
た
き

台
」
が
示
さ
れ
、

こ
れ
を
基
に
各

単
位
会
に
お
い

て
議
論
を
行
い
、

加
筆
修
正
し
て
単
位
会
案
を
と
り
ま
と
め

る
な
ど
、
単
位
会
の
状
況
に
あ
わ
せ
て
活

用
し
て
も
ら
う
こ
と
と
し
て
い
る
。
全
法

連
要
望
と
り
ま
と
め
ま
で
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル
は
別
掲
の
と
お
り
。

単
位
会
で
は
「
た
た
き
台
」
や
全
法
連

ア
ン
ケ
ー
ト
等
を
適
宜
活
用
し
、
要
望
事

項
を
と
り
ま
と
め
た
上
で
、
５
月
中
旬
ま

で
に
東
法
連
あ
て
提
出
し
て
い
た
だ
く
。

東
法
連
で
は
ア
ン
ケ
ー
ト
集
計
結
果
、
単

位
会
か
ら
の
要
望
事
項
等
を
も
と
に
６
月

７
日
に
開
催
す
る
税
制
税
務
委
員
会
で
平

成
32
年
度
東
法
連
要
望
事
項
案
を
作
成
す

る
。
そ
の
後
、
東
法
連
理
事
の
承
認
を
得

た
上
で
全
法
連
あ
て
提
出
す
る
。

平
成
31
年
度
事
業
計
画
等
を
審
議

税
制
改
正
要
望「
た
た
き
台
」を
作
成

消
費
税
軽
減
税
率
の
周
知
活
動
に
注
力

税
制
税
務
委
員
会

平成31年度事業計画等を審議する税制税務委員会
あいさつする
青栁晴久委員長

要望たたき台

東法連：要望取りまとめ

全法連：要望取りまとめ
提言策定

単位会：要望取りまとめ

提言活動

税制アンケート

4月26日（金）〆切
5月17日（金）〆切

6月20日（木）〆切



2019年（平成31年）3月号 （2）

自分のカラダと “がん ” のこと、ちょっとだけ考えてみませんか？

平
成
30
年

度
第
２
回
広

報
委
員
会

（
渡
邊
省
吾

委
員
長
・
江

東
西
法
人
会
会
長
）
が
、
２
月
４
日
全

法
連
会
館
で
開
催
さ
れ
、
平
成
30
年
度

広
報
関
連
事
業
の
報
告
、
平
成
31
年
度

事
業
計
画
、
及
び
単
位
会
の
広
報
活
動

に
関
す
る
表
彰
に
つ
い
て
審
議
し
た
。

平
成
31
年
度

事
業
計
画
で
は
、

「
法
人
会
の
知

名
度
の
向
上
、

会
員
へ
の
会
活

動
の
周
知
、
会

員
増
強
の
た
め

の
広
報
活
動
の

充
実
」
と
と
も

に
、「
一
般
に

対
し
て
の
税
の

啓
発
活
動
を
は

じ
め
と
す
る
公

益
性
の
高
い
広

報
の
推
進
に
努

力
す
る
」
と
し

て
い
る
。

具
体
的
な
事

業
と
し
て
は
、31
年
度
も
引
き
続
き「
税

を
考
え
る
週
間
」
や
「
確
定
申
告
期
」

に
Ｊ
Ｒ
電
車
内
広
告
な
ど
の
メ
デ
ィ
ア

を
活
用
し
た
広
報
や
、
ｅ
―
Ｔ
ａ
ｘ
な

ど
の
ポ
ス
タ
ー
の
作
成
、
パ
ブ
リ
シ
テ

ィ
活
動
な
ど
を

行
う
。

表
彰
は
法
人
会

の
広
報
活
動
の

向
上
に
寄
与

応
募
は
単
位
会

広
報
委
員
長
推

薦
でか

ね
て
か
ら

検
討
し
て
い
た

単
位
会
の
広
報

活
動
に
関
す
る

表
彰
に
つ
い
て

は
、
広
報
担
当

者
の
励
み
に
な

り
、
他
会
の
参

考
に
な
る
な

ど
、
法
人
会
の

広
報
活
動
の
向
上
に
寄
与
す
る
こ
と
か

ら
、
実
施
す
る
こ
と
に
な
っ
た
。

模
範
的
か
つ
効
果
的
な
広
報
活
動
を

行
っ
た
単
位
会
を
表
彰
す
る
こ
と
と

し
、
応
募
の
あ
っ
た
活
動
を
東
法
連
広

報
委
員
会
で
審
査
し
決
定
す
る
。

活
動
は
必
ず
し
も
広
報
委
員
会
の
活

動
に
限
定
し
な
い
が
、
応
募
は
単
位
会

広
報
委
員
長
の
推
薦
と
し
、
広
報
委
員

会
を
通
し
て
応
募
し
て
も
ら
う
こ
と
に

な
っ
た
。

現
在
、
東
法
連
の
単
位
会
に
対
す
る

表
彰
は
、
会
員
増
強
、
研
修
参
加
率
、

福
利
厚
生
制
度
推
進
の
３
部
門
で
あ

り
、
広
報
に
関
す
る
表
彰
は
含
ま
れ
て

い
な
い
た
め
、
創
設
を
求
め
る
声
が
あ

っ
た
。
今
回
は
、
試
行
的
な
形
で
行
う

も
の
と
し
、
表
彰
は
東
法
連
会
長
名
で

は
な
く
、
広
報
委
員
長
名
で
実
施
す
る

こ
と
に
な
っ
た
。

単
位
会
の
効
果
的
な
広
報
活
動
を
表
彰

平
成
31
年
度
事
業
計
画
等
を
審
議

広
報
委
員
会

東京国税局からのお知らせ

平成31年度事業計画案を審議する広報委員会 あいさつする
渡邊省吾委員長

平成31（2019）年度国税専門官募集
Pride of the Specialist～公平な世の中を創る、志～

適正かつ公平な賦課及び徴収の実現を、我 と々一緒に目指してみませんか。

　国税専門官は、国税局や税務署において、税務のスペシャリストとして法律・
経済・会計等の専門知識を駆使して適正な課税を維持し、また、租税収入を確保
するための事務を行います。

１	 平成元年4月2日～平成10年4月1日生まれの者
２	 平成10年4月2日以降生まれの者で次に掲げるもの
⑴	大学を卒業した者及び平成32年3月までに大学を卒業する見込みの者
⑵	人事院が⑴に掲げる者と同等の資格があると認める者

◇ 受　験　資　格

第1次試験	 平成31年6月9日（日）
第2次試験	 平成31年7月11日（木）～平成31年7月19日（金）のうち指定され

た日時
（注）	詳細については、お気軽に東京国税局人事第二課試験係
	 （電話（03）3542－2111内線2163）までお尋ねください。

※平成31年5月1日以降の元号については、便宜上、「平成」と表記しています。

◇ 試　験　日

１	 申込方法
インターネット申込み
人事院ホームページ上の申込専用アドレスを御利用ください。
［http://www.jinji-shiken.go.jp/juken.html］

２	 受付期間
平成31年3月29日（金）9時～平成31年4月10日（水）［受信有効］

３	 受験案内交付期間
平成31年2月1日（金）～平成31年4月10日（水）
9時～17時（土・日曜日及び祝日を除く。）

4	 受験案内交付場所
東京国税局又は最寄りの税務署若しくは人事院各地方事務局（所）
（注）	人事院ホームページからもダウンロードすることができます。
	 ［http://www.jinji.go.jp/saiyo/saiyo.htm］

◇ 申　込　手　続



2019年（平成31年）3月号

受託会社機関長等感謝状受賞者

（3）

法人会は東京都の「地球温暖化対策報告書制度」を推進しています

東
法
連
は
、
１
月
29
日
、
全
法
連
会

館
に
お
い
て
、
平
成
30
年
度
受
託
会
社

機
関
長
等
を
対
象
と
し
た
感
謝
状
贈
呈

式
を
行
っ
た
。
贈
呈
式
で
は
、
福
利
厚

生
制
度
の
推
進
に
顕
著
な
成
果
を
挙

げ
、
法
人
会
の
「
ふ
や
そ
う
２
万
社
Ｇ

Ｏ
Ｇ
Ｏ
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
」
に
貢
献
し
た

受
託
会
社
の
機
関
長
、
営
業
課
長
等
に

感
謝
状
と
記
念
品
を
贈
呈
し
た
。

受
賞
基
準
に
は
26
名
が
該
当
し
、
出

席
し
た
22
名
が
、
東
法
連
の
田
中
光

史
専
務
理
事
か
ら

感
謝
状
と
記
念
品

を
受
け
取
っ
た
。

当
日
は
、
受
賞
者

に
加
え
、
大
同
生

命
、
Ａ
Ｉ
Ｇ
、
ア

フ
ラ
ッ
ク
の
受
託

会
社
３
社
、
及
び

東
法
連
事
務
局
ら

が
出
席
し
た
。

感
謝
状
の
贈
呈

は
、
マ
イ
ス
タ
ー

制
度
と
並
ん
で
「
ふ

や
そ
う
２
万
社
Ｇ
Ｏ

Ｇ
Ｏ
キ
ャ
ン
ペ
ー

ン
」
推
進
策
の
一
つ

で
あ
る
。
受
託
会
社

の
推
進
員
や
代
理
店
等
の
ま
と
め
役
で

単
位
会
の
直
接
の
担
当
で
も
あ
る
機
関

長
、
営
業
課
長
等
を
対
象
に
す
る
こ
と

で
、
よ
り
現
場
に
近
い
サ
イ
ド
の
意
識

を
高
め
、
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
ア
ッ
プ
を

期
待
し
て
い
る
。

法
人
会
の
協
力
が

ス
ム
ー
ズ
な
推
進
に
つ
な
が
っ
て
い
る

感
謝
状
贈
呈
式
後
の
出
席
者
に
よ
る

意
見
交
換
で
は
、
受
賞
者
か
ら
「
法
人

会
に
よ
る
会
員
あ
て
の
加
入
や
紹
介
を

促
す
リ
ー
ド
文
書
を
活
用
さ
せ
て
い
た

だ
き
成
果
を
挙
げ
る
こ
と
が
で
き
た
。

ま
た
、
事
務
局
長
か
ら
直
接
紹
介
い
た

だ
い
た
り
、
電
話
を
入
れ
て
も
ら
う
こ

と
な
ど
で
、
新
規
契
約
に
結
び
付
く
こ

と
が
多
く
な
っ
て
い
る
。
一
声
け
て
い

た
だ
く
な
ど
法
人
会
の
協
力
が
ス
ム
ー

ズ
な
推
進
に
つ
な
が
り
大
変
助
か
っ
て

い
る
。」
な
ど
、
い
く
つ
か
の
成
功
事

例
の
紹
介
が
あ
っ
た
。

受
託
会
社
機
関
長
等
に
感
謝
状
贈
呈

「
ふ
や
そ
う
２
万
社

Ｇ
Ｏ
Ｇ
Ｏ
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
」に
貢
献

田中光史専務理事から感謝状を受け取る大同生命臼井聖氏

受賞者と受託会社幹部が出席した感謝状贈呈式

（表彰順・敬称略）

東京第二プロチャネル営業部 吉岡　直樹
東京第一プロチャネル営業部 福知　康文
東京第三プロチャネル営業部 山下　　洋
東京第三プロチャネル営業部 棚田　　孝
東京第三プロチャネル営業部 熊谷　友岐

東京キャリアエージェント営業部松村　優二
東京第一プロチャネル営業部 余田　正行
東京キャリアエージェント営業部日下　剛志
西東京支店 辻　　　崇
東京キャリアエージェント営業部神保裕太郎

ＡＩＧ損害保険株式会社

町田支社 河野堅太郎
東京第二支社 武山　里織
東京第一支社 石飛　忠士

東京第二支社 大森　美月
東京第三支社 近藤　義彦
東京総合支社 渡辺　太郎

アフラック

東京支社第三営業課 臼井　　聖
上野支社第二営業課 中島　健一
多摩支社町田営業所 井上　貴裕
東京支社第五営業課 畑中　英人

東京支社第四営業課 上田　大輔
渋谷支社第二営業課 松原　　稔
新宿支社第二営業課 赤土　光司
多摩支社東村山営業所 上大谷真幸

新宿支社第四営業課 上田　　輝 品川営業部第一営業課Ｂ 加島　嘉人

大同生命保険株式会社
＜新契約保障金額部門＞

＜新規加入企業部門＞
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自分のカラダと “がん ” のこと、ちょっとだけ考えてみませんか？

公
益
財
団

法
人
東
法
連

特
定
退
職
金

共
済
会
（
小

林
栄
三
理
事

長
）は
２
月
20
日
、明
治
記
念
館
で「
平

成
30
年
度
加
入
推
進
優
績
者
表
彰
式
」

を
開
催
し
、
47
名
の
優
績
推
進
員
・
代

理
店
に
対
し
感
謝
状
お
よ
び
記
念
品
を

贈
呈
し
た
。

当
日
は
、
制
度
受
託
会
社
の
大
同
生

命
保
険
株
式
会
社
の
優
績
推
進
員
・
代

理
店
を
は
じ
め
、
同
社
の
執
行
役
員
・

支
社
長
等
幹
部
、
掛
金
収
納
委
託
会
社

の
日
本
シ
ス
テ
ム
収
納
株
式
会
社
の
社

長
等
幹
部
、
各
法
人
会
の
会
長・役
員・

専
務
理
事
・
事
務
局
長
、
共
済
会
の
理

事
・
監
事
・
評
議
員
・
会
計
監
査
人
等
、

約
１
６
０
名
が
出
席
し
た
。

退
職
金
制
度
は
人
手
不
足
の
中

雇
用
確
保
の
上
で
極
め
て
重
要

表
彰
式
に
先
立
っ
て
、
昨
年
12
月
に

制
作
し
た
特
退
共
Ｐ
Ｒ
動
画
「
よ
く

わ
か
る
！
東
法
連

の
特
退
共
」
が
上

映
さ
れ
た
。
表
彰

式
で
は
冒
頭
、
小

林
理
事
長
が
「
当

共
済
会
は
昭
和
52
年
10
月
の
設
立
以

来
、
従
業
員
の
福
祉
の
増
進
と
中
小
企

業
の
振
興
に
寄
与
す
る
こ
と
を
目
的
に

事
業
を
展
開
し
て
き
た
。
平
成
30
年
度

上
期
に
お
け
る
状
況
は
、
事
業
所
数
５

０
４
２
社
、
人
数
３
５
３
１
７
人
、
積

立
金
額
４
３
４
億
円
あ
ま
り
と
な
っ
て

い
る
。
退
職
金
制
度
は
中
小
企
業
に
お

け
る
人
出
不
足
感
が
高
ま
る
中
、
雇
用

の
確
保
の
う
え
で
も
極
め
て
重
要
で
あ

り
、
特
定
退
職
金
共
済
制
度
を
広
く
周

知
し
て
加
入
者
の
拡
大
に
努
め
て
い
く

こ
と
が
当
共
済
会
の
大
き
な
役
割
で
あ

る
。
推
進
員
・
代
理
店
の
皆
様
に
は
各

法
人
会
の
役
員
・
事
務
局
の
方
々
と
の

連
携
を
よ
り
密
に
し
て
い
た
だ
き
、
引

き
続
き
未
加
入
企
業
等
に
対
し
、
積
極

的
な
加
入
推
進
活
動
に
取
り
組
ん
で
い

た
だ
く
よ
う
よ
ろ
し
く
お
願
い
し
た

い
」
と
挨
拶
し
た
。

続
い
て
、
受
賞
者
全
員
が
壇
上
に
並

び
司
会
者
が
順
次
紹
介
、
東
京
支
社
の

島
村
恵
子
氏
が
代
表
し
て
小
林
理
事

長
か
ら
感
謝

状
と
記
念
品

を
受
け
取
り
、

受
賞
者
代
表

挨
拶
を
行
っ

た
。
そ
の
後
、

来
賓
を
代
表

し
て
大
同
生
命
の
紙
谷
典
孝
執
行
役

員
・
首
都
圏
地
区
営
業
本
部
長
が
挨
拶

し
た
。

引
き
続
き
行
わ
れ
た
祝
賀
パ
ー
テ
ィ

ー
は
、
柳
田
道
康
渋
谷
法
人
会
会
長
・

同
共
済
会
副
理
事
長
の
乾
杯
の
発
声
で

開
会
、
和
や
か
な
雰
囲
気
の
も
と
懇
談

が
行
わ
れ
、
松
本
光
史
同
共
済
会
評
議

員
・
江
東
東
法
人
会
会
長
・
東
法
連
厚

生
共
益
事
業
委

員
会
委
員
長
の

中
締
め
で
お
開

き
と
な
っ
た
。

な
お
、
当
日

は
、
表
彰
式
に

先
立
ち
理
事
会

が
開
催
さ
れ
、

平
成
31
年
度
の

事
業
計
画
や
収

支
予
算
等
が
承

認
さ
れ
た
。

平
成
30
年
度
加
入
推
進
優
績
者
表
彰
式

受
託
会
社
の
47
名
に
感
謝
状
等
を
贈
呈

東
法
連
特
定
退
職
金
共
済
会

あいさつする
小林栄三理事長

感謝状を受け取る島村恵子氏

壇上に並んだ受賞者

～郵送にて都税の証明書等を請求される皆様へ～

東京都では、郵送による都税の証明書等の発行業務を「都税証明郵送受付センター」で集中して行うこととなりました。
平成３１年４月１日以降、都税の証明書等を郵送にて申請される場合は、以下の宛先にお送りください。

◇詳しくは、主税局ホームページをご覧ください。
◇お届けまでに概ね１週間程度かかりますので、あらかじめご了承ください。

都税証明郵送受付センターで取り扱う証明書等
◆固定資産（土地・家屋関係）・評価証明書　・関係証明書　・物件証明書　・名寄帳　・課税台帳

※２３区内のみ（市町村分については、各市役所又は町村役場にお問い合わせください。）
◆納税証明書関係 ・納税証明書　・自動車税納税証明書（継続検査等用）

平成３１年４月１日（月）以降の郵送請求は「都税証明郵送受付センター」宛にお願いします。

〒１１２－８７８７  東京都文京区春日１－１６－２１  都税証明郵送受付センター平成３１年４月１日以降の郵送請求先

都税証明郵送 検索


